
- 1 - 

 

 

 

国民健康保険事業費納付金等について 

 

 令和２年１１月１８日、県から秋の試算として令和３年度の国民健康保険事業費納付金

及び標準保険税率が示されました。このことによる国民健康保険事業費納付金の金額等に

ついては、以下のとおりです。 

 

１ 国民健康保険事業費納付金について 

 令和元年度、令和２年度、令和３年度（秋の試算）の国民健康保険事業費納付金の金額

については、下表のとおりです。 
 

 ○ 国民健康保険事業費納付金額と前年度との比較増減額 

 令和元年度 令和 2 年度 
令和 3 年度 

当 初 予 算 秋 の 試 算 

納付金額 41 億 3,828 万円 37 億 5,445 万円 38 億 4,890 万円 40 億 1,491 万円 

増 減 額 999 万円 △3 億 8,383 万円 9,445 万円 2 億 6,046 万円 

    

   1 億 6,601 万円の不足 
 

 令和３年度の当初予算については、秋の試算が示される前に見込額を計上しましたが、

秋の試算との比較の時点で既に１億６,６０１万円の不足が生じる見込みです。 

 令和３年度における本算定の納付金額は１月下旬頃に示される予定です。 

 令和３年度の国民健康保険事業費納付金額については、令和３年度の補正予算において

本算定による納付金額に予算金額を補正します。 

 令和２年度と比較して増額となった主な要因としては、被保険者１人あたりの医療費が

増えていることや過年度介護納付金の精算（減算）額の減による負担増のほか、平成３０

年度に納付した納付金額の過多を翌々年度の令和２年度の納付金にて減算していたため、

令和２年度の納付金額が抑制されていたことによるものです。 

 

２ 国民健康保険税額の不足について 

 当初課税における賦課総額と、当初課税の税率を標準保険税率に置き換えた賦課額とで

比較した際の不足額については、下表のとおりです。 
 

 ○ 不足額と前年度との比較増減額 R3 年度の被保険者については、R2.11.19 時点での R2.4.1 付のデータを使用 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 
令和 3 年度 

(秋の試算) 

標準保険税率に 

対する不足額 
約 1 億 7,500 万円 約 2 億 9,300 万円 約 1 億 3,500 万円 約 3 億 5,000 万円

前年度対比額 ― 1 億 1,800 万円 △1 億 5,800 万円 2 億 1,500 万円
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 令和３年度については秋の試算で示された標準保険税率を使用して算定していますが、

平成３０年度～令和２年度については本算定で示された標準保険税率を使用しています。

令和３年度の本算定における標準保険税率は秋の試算より下がる見込みであり、不足額も

約３億５,０００万円より減少する見込みです。 

 

３ 国民健康保険財政調整基金について 

 当初予算編成時の歳入不足分については、法定外繰入金を計上せずに国民健康保険財政

調整基金からの繰入金で補っています。財政調整基金の残高等の推移については、下表の

とおりです。 

 令和２年度末の数値については、最終補正後の見込値となります。 
 

○ 国民健康保険財政調整基金 

 
平成 30 年度 

決 算 額 

令和元年度 

決 算 額 

令和 2 年度 

最終補正後 

令和 3 年度 

当初予算 

年度当初基金残高 
H30.4 月基金設置 

323,844,701 円 
482,563,136 円 457,804,468 円 507,767,389 円 

 年度中の積立額 158,718,435 円 385,580,332 円 179,787,921 円 323,000 円 

   〃  取崩額 

(国保特会基金繰入額) 
0 円 410,339,000 円 129,825,000 円 320,226,000 円 

年度末基金残高 482,563,136 円 457,804,468 円 507,767,389 円 187,864,389 円 

 

 ※ 令和３年度の積立額については、預金利子の見込額のみ計上しています。 

   令和２年度決算の繰越金の一部が基金に積み立てられるため、実際の積立額は表の 

   金額より大きくなります。 

   【参考】前年度決算の繰越金から基金に積み立てた額 

   ・ H30（H29決算の繰越金の一部）… 158,535,000 円 

   ・ R 元（H30決算の繰越金の一部）… 385,312,000 円 

   ・ R ２（R 元決算の繰越金の一部）… 179,081,000 円 

 

４ 国からの財政支援について 

 平成３０年度から国保広域化に伴い、国からの財政支援の拡充が図られ、毎年３,４００

億円の財政支援が投入されています。令和２年度においては、更に約５００億円が追加さ

れました。令和３年度において、令和２年度のような追加の財政支援があるかについては

示されておりません。 

 市としては、全国市長会や県国保協議会を通じて、国庫負担割合の引き上げや追加の財

政支援について要望しております。 

 

当市の国保財政は上記１～４で示したとおりの状況です。 

令和３年度の運営協議会において、令和４年度以降の税率改定等についてご協議いただ

く予定です。 
 


